
代表取締役社⻑の本間です。本⽇はお忙しいところ、決算説明会
にご参加いただきまして、誠にありがとうございます。
まだウィズコロナの状況にございますので、今回もオンライン形
式で実施させていただきます。



本⽇の内容ですが、こちらにあるようなアジェンダで、ご説明さ
せていただきます。



（説明省略）



はじめに、2021年3⽉期実績の概要です。
昨年度はコロナ影響により、お客様のIT投資抑制や案件の中断・減
少等の影響はありましたが、コロナ禍での適切な事業運営を図るこ
とにより、昨年８⽉の業績予想公表時の想定よりもマイナス影響が
少なく、堅調な決算となりました。
受注⾼は、主に前期に獲得した⼤型案件の反動減等から減少となり
ましたが、売上⾼については、国内事業を中⼼とした規模拡⼤等に
より、創⽴以来、32期連続増収を達成しました。
営業利益についても、事業構造改⾰を実⾏しながらも、不採算案件
の抑制及び増収に伴う増益等により増益を確保しました。

それでは、各項⽬につきまして、増減の内容をセグメントごとに説
明します。



まず受注⾼の状況です。
公共・社会基盤は、前期に獲得した⼤型案件の反動減等はありました
が、中央府省向け案件を獲得したこと等により前年並みとなりました。
⾦融は、銀⾏向け案件の獲得等により⼤幅な増加となりました。
法⼈・ソリューションは、コロナ影響によるマイナスを⽐較的⼤きく
受けましたが、流通・サービス業向け案件の獲得等により前年並みを
確保することができました。
海外においても、コロナ影響によるマイナスを強く受けました。
北⽶は、前期に獲得した公共及び⾦融向けの⼤型案件の反動減及びコ
ロナ影響等により⼤幅な減少となりました。
EMEA・中南⽶は、前期第4四半期に獲得したスペインの⼤型案件の反
動減及びコロナ影響等により減少となりました。



次に、売上⾼の状況です。
公共・社会基盤は、中央府省及びテレコム向けの売上が着実に拡⼤
しました。
⾦融につきましても、幅広い⾦融機関のお客様からの売上が拡⼤し
ました。
法⼈・ソリューションは、製造業を中⼼にコロナ影響に伴う案件の
減少や中断等により第３四半期までは減収となっておりましたが、
流通業・サービス業向けの売上拡⼤により、年間では前年並みとな
りました。
北⽶は、コロナ影響や為替等による減収はありましたが、M&Aによ
る規模拡⼤等により前年並みとなりました。
EMEA・中南⽶は、イタリア等では堅調を維持していますが、コロ
ナ影響に伴う案件の減少や中断等により前年並みとなりました。



最後に、営業利益の状況です。
公共・社会基盤は、増収に伴う増益に加え、前期に発⽣した不採算案
件の抑制等により⼤幅な増益となりました。
⾦融は、前期に発⽣した不採算案件の抑制等により増益となりました。
法⼈・ソリューションは、第3四半期時点からマイナス幅は縮⼩して
はいますが、コロナ影響に伴う販管費率の悪化等により減益となりま
した。
北⽶は、将来に向けた事業構造改⾰を計画どおり実施をし、その費⽤
及びコロナ影響等により⼤幅な減益となりました。
EMEA・中南⽶は、コロナ影響等による減益はありますが、前期の事
業構造改⾰の効果及びその費⽤減等により増益となりました。

この後のスライドは、いまご説明しました内容がセグメントごとに記
載されたものとなっていますので、2021年3⽉期実績に関しては以
上となります。続きまして12ページをご覧ください。
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現中期経営計画最終年度となる2022年3⽉期の業績予想についてご
説明します。



まず当社の事業環境ですが、新型コロナにより事業環境は⼤きく変化
しています。
昨年度はコロナ禍の厳しい環境においてもレジリエンスを発揮するこ
とができました。
今年度も不確実な事業環境が継続すると想定していますが、現中計の
最終年度として、取り組んできた戦略は着実にやり遂げてまいります。



続いて、2022年3⽉期の業績予想となります。
今年度もコロナによるマイナス影響はありますが、新たな事業環境の
中、質の伴った成⻑に取り組んでまいります。
こちらは、現中計の⽬標と業績予想の⽐較となりますが、
連結売上⾼2.36兆円、連結営業利益率7.6%、海外EBITA率６％、顧
客基盤80社以上を⽬標としてまいります。



それでは、業績予想の中⾝についてご説明します。

受注⾼は、⾦融における前期の⼤型案件の反動減があるため、全社で
も若⼲の減少を予想しています。
売上⾼については、海外における事業整理による減収影響はあります
が、国内を中⼼とした規模拡⼤等により33期連続増収をめざしてい
きます。
営業利益については、次期中期経営計画に向けた投資は加速させます
が、前期に実施した事業構造改⾰の効果及びその費⽤減等により⼤幅
増益となる1,800億円、また、収益性も向上させ、営業利益率7.6%
をめざします。
なおこの⼤幅増益により当期利益では、初めて1,000億円の⼤台を超
える⽔準を予想しています。

最後に1株当たり年間配当⾦ですが、これら増益を踏まえ、連結
キャッシュ・フローの拡⼤を⾒込んでいることから、１株当たり1円
増配の19円の予想としています。

それでは、各項⽬につきまして、増減の内容をセグメントごとに説明
します。



まず受注⾼の予想です。
先ほどお話したように⾦融は前期に獲得した⼤型案件の反動減の影
響が⼤きく、前期⽐約1,000億円の減少となりますが、その他の４
セグメントでは、更改案件の確実な獲得に加え、新規案件の獲得等
により、増加を予想しています。



次に売上⾼の予想です。
北⽶において、収益性の⾼い事業へのシフトを進めるため、⼀部事
業の売却を予定しており、その影響から⼀時的に減収を予想してい
ますが、その他の４セグメントではすべて増収を予想しています。



最後に、営業利益の予想です。次期中期経営計画に向けた投資を加
速させながら、国内は着実な増益、海外では⼤幅増益をめざします。
北⽶は、前期に実施した事業構造改⾰の効果による収益性向上及び
その費⽤減等により⼤幅増益、EBITAマージンでは7%を予想して
います。
EMEA・中南⽶は、次期中期経営計画でのEBITAマージン7%達成に
向けて、グローバルブランド統⼀を含めた事業会社統合のための投
資を実⾏します。このような減益要素はありますが、増収による増
益及び前期に実施した低採算事業⾒直し等の⼀時的な費⽤が減少す
ること等により⼤幅な増益を予想しています。

それでは、次に、中期経営計画の進捗状況についてご説明します。
25ページをご覧ください。
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現中期経営計画では、Global 3rd Stageに向けて、グローバ
ルで質の伴った成⻑をめざした取り組みを⾏ってまいりました。



こちらが中期経営計画の全体像となります。現中計では、お客様への
提供価値を最⼤化するために、“変える勇気”として、これら4つの戦略
を徹底的に実⾏してまいりました。



戦略1では、戦うための武器づくりと戦い⽅のレベルアップとして、
「①グローバルマーケティングの加速」「②積極投資によるオファリ
ング創出」「③技術集約拠点の拡充」の3つの取り組みで、グローバ
ル連携を加速いたしました。



こちらは、⼀つ⽬のGlobal One Teamの成果の事例ですが、欧州のテ
レコム業界向けに当社グループに加えてNTTドコモと連携して、5G関
連領域の案件を複数受注しています。



また、⼆つ⽬の取り組みとして、デジタル戦略室（DSO）を創設して、
グローバルオファリングを整備してきています。これまで１５件が
サービス提供段階となっており、各地域のビジネス拡⼤に貢献してい
ます。



三つ⽬の取り組みとして、グローバルでの技術集約拠点、CoE
（Center of Excellence）として、最新技術の蓄積と展開を図ってま
いりました。こちらは、アジャイルDevOpsの事例ですが、継続的に
専⾨⼈財の育成を図り、国内外での受注に⼤きく貢献いたしました。



続きまして戦略2、「リージョン特性に合わせたお客様への価値提供
の深化」です。



まず、公共・社会基盤分野の事例ですが、グリッドスカイウェイとし
て東京電⼒グループ様とドローンを活⽤した新事業を⽴ち上げていま
す。



こちらは、⾦融分野の事例ですが、⾦融機関と法⼈向けにバンキング
サービスに加えて、経営をサポートするサービスの提供をおこなって
います。



こちらは法⼈・ソリューション分野の事例ですが、キリン様の⼯場に
ＩｏＴ技術を活⽤した分析サービスを提供しています。



こちらは北⽶分野の事例ですが、⼤⼿環境サービス企業にSnowflake
を活⽤した分析サービスを提供しています。



こちらはEMEA・中南⽶の事例ですが、⼤⼿⽯油会社にeverisが保有
するガソリンスタンド向けソリューションを提供しています。



続きまして戦略3の、「グローバル全社員の⼒を⾼めた組織⼒の最⼤
化」では、⼈財育成プログラムや制度変更、働き⽅改⾰、ガバナンス
強化に取り組んでまいりました。



こちらはDigitalを活⽤した働き⽅変⾰例となります。グローバルで知
⾒やノウハウを共有できる最先端の仕組みを導⼊し、多数の提案活動
やノウハウの展開に活⽤しています。



最後に4つ⽬の戦略は、NTTグループ連携の強化となります。各地域、
先進領域、スケールメリットを活かした連携を進めています。



こちらは三菱商事グループ様との⾷品系⼦会社に提供する需要予測の
仕組みを活⽤した、⼩売・卸・メーカーが利⽤する⾷品流通DXの事例
となります。



こちらはTOYOTA様の事例です。これまで、コネクティッドカーに関
連してBig Data解析等で共同研究を実施してきていますが、2020年
度にはモビリティサービス領域においてトヨタコネクティッド様との
業務提携を実施いたしました。
更に、スマートシティ構想へもNTTグループ⼀体となって積極的に取
り組んでいます。



中期経営計画ではESG経営でSDGs達成に貢献することを掲げていま
す。2019年度に12項⽬のESG重要課題を策定し、事業を通じた社会
貢献と企業活動を通じた社会貢献を推進してまいりました。



こちらは事業を通じた社会貢献の取り組みとなりますが、⽇本のみな
らず北⽶、欧州をはじめとして様々な社会貢献に取り組みました。



今後注⼒していくのが、Greenです。昨年度に気候変動アクション推
進委員会を⽴ち上げており、今後も積極的にCO2削減に取り組んでま
いります。



昨年度に⽴ち上げたTradeWaltzではブロックチェーン技術を活⽤し、
業界横断での貿易データを電⼦化することにより、紙の削減、作業効
率向上を通じたCO2削減に寄与しています。



次に個別重要課題への対応についてご説明します。



まず、不採算案件抑⽌施策の成果ですが、2019年度から取り組みを強化した
ことにより、2020年度は不採算案件を⼤幅に縮⼩することができました。



次に海外事業の収益性向上について、北⽶では新型コロナ影響により昨年度か
ら計画していた事業構造改⾰を前倒しで推進したことにより、デジタル中⼼の事
業ドメインに変⾰していくことができました。
今後も継続して、デジタル及びコンサルティング事業を拡⼤させ、デジタル⼈財の
拡充と事業ドメインの更なる変⾰を進め、今年度のEBITA率 7%達成をめざし
てまいります。



次にEMEA・中南⽶ですが、これまでの事業構造改⾰の成果により、複数のデジ
タル案件を獲得するとともに、⼈財ポートフォリオや低採算ビジネスの⾒直しによる
収益性改善の道筋を確保することができました。
今後の課題として、グローバルブランド統⼀及び事業会社の⼀体運営の早期実
現に向けて取り組んでまいります。



次に現中期経営計画の⽬標との⽐較についてご説明します。



国内は当初想定よりも堅調に推移している⼀⽅で、海外はコロナ影響
を強く受けているため、回復/成⻑に向けた改⾰を継続してまいります。
連結売上⾼の2.5兆円は2024年3⽉期に達成を⾒込んでいます。



国内は、成⻑投資を増やし、質の伴った成⻑を持続する⼀⽅で海外セ
グメントは、構造改⾰を早め、更なる収益率改善に取り組んでまいり
ます。EBITA率7%の達成時期について、北⽶では2022年3⽉期、EMEA・中
南⽶では2024年3⽉期に達成を⾒込んでいます。



最後に、次期中期経営計画の⽅向性ついてご説明します。



こちらは、当社を取り巻く事業環境の変化ですが、新型コロナによる
DXの加速、脱炭素化が世界的な潮流になっており、Global 3rd 
Stageに向けては、これらの変化をとらえて、現中計の戦略の更なる
進化が必要だと考えています。

デジタルでは、業際連携の加速による社会全体のDXの実現、
グリーンでは、ITと価値共創モデルによるグリーンイノベーションの
実現を図ってまいります。



こちらは、NTTデータがめざす姿の具体的なイメージとなりますが、
テクノロジとロングタームリレーションシップの強みを活かし、デジ
タルとグリーンの新しい社会の実現をめざしていきます。



こちらは、デジタルを活⽤した新しい社会の実現の具体例となります
が、⾏政サービスの⾼度化により、⾏政・⺠間のあらゆるサービス・
⼿続きが⼀気通貫で完結するコネクティッド・ワンストップな社会の
実現をめざしてまいります。



また、カーボンニュートラルの達成に向けて、NTTグループ⼀体で
IOWNのデジタルツインコンピューティング技術を活⽤し、未来の街
づくりをめざして、実証実験を開始しています。



次期中期経営計画においては、国内戦略、海外戦略、グローバル戦略
の３軸で、強連携をしながら戦略を強化してまいります。



今後もGlobal 3rd Stageに向けて、IT・デジタルの⼒で新しい社会の
実現に貢献し、グローバルで真に信頼される企業をめざしてまいりま
す。

最後となりましたが
3⽉の⼀部週刊誌における当社に関する報道により、関係の皆様には、
多⼤なるご迷惑とご⼼配をおかけしていますことを深くお詫び申し上
げます。

本件については3⽉9⽇に社外の専⾨家を含む「特別調査委員会」を⽴
ち上げ、事実関係の解明等に向けた調査を同委員会で実施中です。

今後の取り組みについては、「特別調査委員会」の調査結果が⽰され
た後、改めて公表させていただきます。



以降は、セグメントごとのトピックや数値情報等を記載していますの
で、ご説明は省略します。

私のプレゼンテーションは以上とさせていただきます。ありがとうご
ざいました。
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